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    上 場 会 社 名        世紀東急工業株式会社                                          上場取引所 東 
    コ ー ド 番 号         1898                                                      本社所在都道府県 東京都 
    （ＵＲＬ  http://www.seikitokyu.co.jp/） 
    代  表  者  役職名  代表取締役社長  氏名 奥澤 靖司 
    問合せ先責任者  役職名  経理部長     氏名 佐藤 俊昭    ＴＥＬ ( 03 ) 3434 - 3256 
    決算取締役会開催日   平成15年5月22日 
    米国会計基準採用の有無    無                                           
 
    １．15 年3月期の連結業績（平成14年4 月1日～平成15年3月 31日） 
    (1)連結経営成績                        （注）記載金額は百万円未満を切り捨てております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

15年 3月期 
14年 3月期 

87,770   △4.9 
92,254   △12.5 

2,478    65.5 
1,497   △45.7 

1,695   140.9 
703   △61.0 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円     ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
15年 3月期 
14年 3月期 

452   28.0 
353     － 

7.37 
5.76 

－ 
－ 

4.4 
3.6 

1.8 
0.7 

1.9 
0.8 

    (注) ①持分法投資損益       15年3月期      －百万円  14年3月期      △1百万円 
         ②期中平均株式数(連結) 15年3月期    61,434,230 株   14年 3月期     61,450,778株 
         ③会計処理の方法の変更  無 
          ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
    (2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15年 3月期 
14年 3月期 

89,631 
94,025 

10,428 
9,955 

11.6 
10.6 

169.80 
162.02 

    (注) 期末発行済株式数(連結)  15年3月期    61,417,716 株   14年 3月期     61,447,900株 
 
    (3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
15年 3月期 
14年 3月期 

4,885 
△655 

△959 
△200 

△4,079 
△2,280 

2,996 
3,149 

 
    (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
      連結子会社数 7 社   持分法適用非連結子会社数 － 社   持分法適用関連会社数 － 社 
 
    (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
      連結 (新規) 3 社 (除外) － 社    持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 
 
    ２．16 年3月期の連結業績予想（平成15 年4月1日～平成16年 3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 
通    期 

26,497 
85,548 

△1,193 
2,508 

△1,533 
1,454 
     (参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  23 円 68 銭 

 
      ※ 業績予想につきましては、現時点において合理的と判断する一定の前提に基づいており、様々な不確定要素が 
       内在しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は添付 
       資料６ページをご覧下さい。 
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１  企業集団の状況 
 
     当企業集団は、舗装・土木を主とする建設事業及び舗装資材の製造販売等を営んでいる当社（世紀東急工業㈱）､ 
    子会社１０社、関連会社３社及びその他の関係会社２社で構成されておりますが、当企業集団各社の主な事業内 
    容と当該事業における位置付けは以下のとおりであります。 
     なお、当企業集団は東京急行電鉄㈱を中心とする東急グループの一員であります。 
    建 設 事 業・・・ 当社と子会社である新世紀工業㈱、やまびこ工業㈱、㈱大和舗道及びほくりく工業㈱、 
              関連会社であるガルフシール工業㈱及び中外エンジニアリング㈱が営んでおります。 
              新世紀工業㈱及び中外エンジニアリング㈱からは工事の一部を受注しております。また、 
              その他の関係会社である東急建設㈱及び東京急行電鉄㈱からも、工事の一部を受注してお 
              ります。なお、やまびこ工業㈱、㈱大和舗道及びほくりく工業㈱は当連結会計年度におい 
              て新たに設立した子会社であります。 
    舗装資材製造販売事業・・・ 当社と子会社である新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び若栗建材㈱、関連会社である能 
              登アスコン㈱が営んでおります。 
              新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び能登アスコン㈱からは製造された舗装資材の一部を購 
              入し、また、当社からも同社へ同様の製品の一部を販売しております。 
              なお、若栗建材㈱は当連結会計年度において新たに設立した子会社であります。 
    スポーツ関連事業・・・ 当社は上記の事業の他にもスポーツ関連事業及び不動産事業等を営んでおります。 
    及び不動産事業等   子会社であるエス・ティ・サービス㈱は建設機械の販売及び自動車等のリース事業を営ん 
              でおり、当社はその一部を購入または賃借しております。 
              ㈱ジイエスはゴルフ場の建設及び経営を事業目的としております。 
              ㈱水戸プロパティーはゴルフ場その他スポーツ施設の経営等を事業目的としており、その 
              運営を同社の子会社である㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部に委託しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
建 設 事 業 

 
舗装資材製造 
  販売事業 

 
スポーツ関連事業  
及び不動産事業等  

エ ス テ ィ 建 材 ㈱ 

ガ ル フ シ ー ル 工 業㈱ 

や ま び こ 工 業 ㈱ 

能 登 ア ス コ ン ㈱ 

エス・ティ・サービス㈱ 

㈱ ジ イ エ ス 
 

㈱ 水 戸 プ ロ パ テ ィー 

㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部 

（工事の発注） 

（業務の委託）

（工事の請負）

（製品の販売） 

（製品の販売） 

（製品の販売） 

(機械等の購入及び賃借)

（業務の委託）

（業務の委託） 

東 急 建 設 ㈱ 

東京急行電鉄㈱ 

中外エンジニアリング㈱ 
 

世紀東急工業㈱ 

（工事の請負） 

（工事の請負）

（工事の請負）

連 結 子 会 社 ７社

非 連 結 子 会 社  ３社 

関 連 会 社 ３社 

(注) 

その他の関係会社  ２社 

㈱ 大 和 舗 道 

新 世 紀 工 業 ㈱ 

ほ く り く 工 業 ㈱ 

若 栗 建 材 ㈱ 
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２．経 営 方 針 

 

 
１．経営の基本方針 
  当社は、「豊かな地域社会づくりに貢献する生活基盤創造企業」を標榜し、社会資本の整備

を責務として事業を展開しております。当企業集団においてはこの考え方をもとに、道路建

設を主軸に土木、水利・環境、舗装資材の製造販売等の事業領域を確保し、社会基盤整備の

担い手として、健全な発展と存続を目指しております。 

 
２．利益配分に関する基本方針 
利益配分につきましては、業績の状況や財務内容、将来の経営環境等を総合的に勘案して

決定しております。今後につきましては、収益力の向上と財務体質の改善を推し進め、株主

の皆様のご期待に添うべく、早期復配を目指し業績の向上に努めてまいります。 

 
３．中長期的な経営戦略 
  道路建設業界では、公共工事の入札契約制度において企業の持つ技術力を適正に評価する

発注方式が増加するなど、技術と経営に優れた企業が生き残る環境整備が進められておりま

す。これを踏まえ当社は、建設市場の縮小に伴う再編・淘汰の流れを乗り切るため新たに経

営計画を策定し、平成１４年４月より次の諸施策を実施いたしております。 

 
「技術重視の基本姿勢の確立・強化」 
当社は技術重視の基本姿勢に立ち、試験所を地域における技術の拠点と位置づけ、これ

を全国的に配置することで、顧客対応のスピードアップや企画提案力の強化に取り組み、

品質の向上と受注の確保に努めてまいります。 

 
「地域営業戦略の強化」 
市場分析に基づく事業所の再配置を含めた地域営業戦略の強化を推し進めるとともに、

新規事業の開発と自社ブランド商品の積極的な営業展開を推進するなど、新たな需要の創

出と販路の拡大に取り組んでまいります。 

 
「業務効率の向上とＩＴ化の推進」 
管理システムの更新や組織の統廃合を行い、業務の効率化による利益の最大化を追求す

るとともに、引続き固定費の圧縮や経費の節減に取り組み、収益体質の強化と経営基盤の

確立に努めてまいります。 

 
また、当社が蓄積した経営資源を活かし、都市再生や環境対策、バリアフリーなど多様化

する社会資本整備のニーズを見定めた技術・工法の研究開発や企画提案に注力することによ

り、高度な技術力の保持と受注競争力の強化に努め、企業価値の向上を目指してまいります。 
  なお、関係会社の運営につきましても見直しを進めており、企業集団として安定した経営

基盤の確立に努力してまいる所存であります。 
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４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
  当社はコーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題の一つと認識しており、従前よ

り経営の透明性、公正性の確保に取り組んでおります。 
  現在は監査役制度のもと企業統治の強化を図るため、監査役は４名のうち３名を社外監査

役で構成（うち１名は東急グループ以外から選任）しており、取締役会やその他重要な会議

に出席するほか、主要な事業所の調査を積極的に実施し、監査の充実に努めております。 
  また、東急グループではコンプライアンス経営によるリスク管理を経営方針の一つとして

おり、当社におきましても昨年１０月に社員の行動基準を定めた「コンプライアンス行動規

範」を制定するとともに、本年４月には本社に専門部署を設置し、法令遵守はもとより企業

倫理や環境問題等の社会的責任に基づいた企業行動の徹底を図っております。 
  なお、社外取締役３名全員および社外監査役３名のうち２名が、その他の関係会社である

東京急行電鉄株式会社もしくは東急建設株式会社の役員を兼務いたしております。 

 
５．関連当事者との関係に関する基本方針 
  当社は、その他の関係会社である東京急行電鉄株式会社および東急建設株式会社の両社と

の間で工事受注等の取引を継続的に行っております。また、東急グループの一員として、こ

の大きな経営資源を活用し、新しい事業活動領域を創造していく所存であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ５ 

３．経営成績及び財政状態 
 

 
１．経営成績 
（１）当期の概況 
当連結会計年度におけるわが国経済は、上場企業の倒産件数や完全失業率が戦後最悪の水準

を示し、雇用・所得環境は依然として厳しい状況となりました。また、国際情勢の先行き不安

を背景に生産や輸出が伸び悩んだことから、景気は一段と停滞色を強めるに至りました。 
 当企業集団が主として属しております道路建設業界におきましても、地方自治体の財政悪化

や政府の構造改革により公共投資が引き続き抑制傾向で推移するなど、厳しい受注環境が続い

ております。 
 このような状況のもと、当社を中心に企業集団の各社は継続して固定費の削減や有利子負債

の圧縮、工事管理や債権管理の強化に取り組み、経営体質の改善と収益力の向上に努めてまい

りました。 
その結果、受注高は８３２億９７百万円（前連結会計年度比８．５％減）、売上高は８７７億

７０百万円（前連結会計年度比４．９％減）にとどまったものの、利益につきましては、経常

利益は１６億９５百万円（前連結会計年度比１４０．９％増）、当期純利益は４億５２百万円（前

連結会計年度比２８．０％増）となりました。 

 
なお、事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

 
「建設事業」 
 建設投資の落ち込みによる影響に加え、不採算事業の縮小を進めたことにより、受注高は６

４３億４３百万円（前連結会計年度比１０．６％減）、完成工事高は６８８億１７百万円（前連

結会計年度比５．９％減）となりました。また、利益につきましてはコスト低減等により採算

性の向上に努めた結果、営業利益は３０億４２百万円（前連結会計年度比１０．０％増）とな

りました。 
なお、主な受注工事および完成工事は、次の通りであります。 

 
主要受注工事 

発 注 者 工 事 名 工事場所 

日本道路公団東北支社 常磐自動車道 楢葉舗装工事 福島県 

日本道路公団東京管理局 中央自動車道 松本管内舗装改良工事 長野県 

国土交通省北海道開発局 新千歳空港 滑走路南側改良工事 北海道 

国土交通省北海道開発局 一般国道３３３号北見市北陽舗装工事 北海道 

国土交通省北陸地方整備局 大島舗装工事 富山県 

国土交通省関東地方整備局 蔵前（２）電線共同溝工事 東京都 

国土交通省近畿地方整備局 京都南道路市田新珠城舗装工事 京都府 

農林水産省中国四国農政局 豊北農地整備事業西沢団地区画整理工事 山口県 

防衛施設庁広島防衛施設局 防府北（１４）副滑走路等整備土木工事 山口県 

中部国際空港株式会社 エプロン舗装工事（その３） 愛知県 
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主要完成工事 

発 注 者 工 事 名 工事場所 

日本道路公団北海道支社 北海道横断自動車道 本別南舗装工事 北海道 

日本道路公団中部支社 伊勢自動車道 多気舗装工事 三重県 

国土交通省北海道開発局 新千歳空港誘導路改良外一連工事 北海道 

国土交通省北海道開発局 帯広広尾自動車道帯広市川西ＩＣ舗装工事 北海道 

国土交通省東北地方整備局 山田地区改良舗装工事 青森県 

国土交通省関東地方整備局 日野バイパス国立市谷保改良舗装（その６）工事 東京都 

国土交通省近畿地方整備局 ２号西宮甲子園電線共同溝工事 兵庫県 

国土交通省四国地方整備局 平成１３年度北竹島舗装工事 高知県 

内閣府沖縄総合事務局 津嘉山地区舗装工事 沖縄県 

緑 資 源 公 団 西 部 支社 １４美濃７工区農用道工事 岐阜県 

 
「舗装資材製造販売事業」 
 舗装資材製造販売事業につきましては、一段と厳しさを増す事業環境のなか、他社との協業

化により工場運営の合理化と新たな製造販売拠点の構築を推進するとともに、引き続き徹底し

た原価の低減や経費圧縮に取り組み、販売量の拡大と収益の確保に努めた結果、売上高は１８

１億１百万円（前連結会計年度比０．２％減）、営業利益は２０億４３百万円（前連結会計年度

比０．２％減）となりました。 

 
「スポーツ関連事業及び不動産事業等」 
 スポーツ関連事業及び不動産事業等につきましては、売上高は８億５２百万円（前連結会計

年度比１４．２％減）、営業損失は４百万円（前連結会計年度比９５．４％減）となりました。 

 

 
（２）次期の見通し 
今後の経済情勢につきましては、日本経済が不良債権問題やデフレ圧力を抱えるなか、米国

経済の減速や世界的な株価の低迷により企業や消費者心理が悪化するなど、景気の先行きは依

然として不透明な状況にあります。 
道路建設業界におきましても、建設投資全体が縮小基調で推移しており、経営環境は一段と

厳しさを増すものと予想されます。 
当社といたしましては、このような状況に対処するため、企画提案型の営業展開や価格競争

力の強化により受注の確保を図る一方、引き続き、固定費の圧縮や関係会社の運営を含めた事

業の見直しを推し進め、企業集団全体としての収益力向上に努めてまいります。 
なお、次期の見通しとしては、売上高８５５億４８百万円、経常利益２５億８百万円、当期

純利益１４億５４百万円を見込んでおります。 
 
 
 
 



 ７ 

 

２．財政状態 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 

「営業活動によるキャッシュ･フロー」 

当連結会計年度におきましては、税金等調整前当期純利益５億３５百万円を計上し、また工

事代金の早期回収に努め、売上債権が大幅に減少したことなどにより、営業活動によるキャッ

シュ･フローの増加は４８億８５百万円（前連結会計年度は６億５５百万円減少）となりました。 

 

「投資活動によるキャッシュ･フロー」 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローの減少は、アスファルトプラン

ト等の有形固定資産の取得などにより、９億５９百万円（前連結会計年度２億円）となりまし

た。 

 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

前連結会計年度にひきつづき、有利子負債の返済を積極的に進めた結果、財務活動によるキ

ャッシュ･フローの減少は４０億７９百万円（前連結会計年度２２億８０百万円）となりました。 

 

 以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度の期

末残高と比べ１億５３百万円減少し、２９億９６百万円（前連結会計年度比４．９％減）とな

りました。 

 



 ８

 
４ 連 結 財 務 諸 表 等 
 
（１）連 結 貸 借 対 照 表 
                                                 （単位：百万円） 

当連結会計年度末 

（平成１５年３月３１日現在） 

前連結会計年度末 

（平成１４年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

      

流 動 資 産 ５１，００５ ５６．９ ５４，２１２ ５７．７ △ ３，２０６ 

  現 金 預 金 ２，９９６  ３，１４９  △ １５３ 

  受 取 手 形 ・ 

  完成工事未収入金等 
４２，６３５  ４３，８４６  △ １，２１０ 

  未 成工事支出金等 ３，２０７  ５，１５８  △ １，９５０ 

  そ の他たな卸資産 １，２６６  １，２４１  ２５ 

  短 期 貸 付 金 ２００  ２６６  △ ６６ 

  そ の 他 １，８２８  １，５８７  ２４１ 

  貸 倒 引 当 金 △ １，１３０  △ １，０３６  △ ９４ 

      

固 定 資 産 ３８，６２３ ４３．１ ３９，８１３ ４２．３ △ １，１８９ 

 有形固定資産 ３４，７２９  ３４，１９４  ５３４ 

  建 物 ・ 構 築 物 １１，９７８  １２，２６７  △ ２８９ 

  機械・運搬具・工具器具備品 １６，０２７  １５，５８４  ４４３ 

  土 地 ２２，２３３  ２１，４９５  ７３８ 

  建 設 仮 勘 定 ４  ２０  △ １５ 

  そ の 他 ４，４６２  ４，４６２  － 

  減 価 償 却 累 計 額 △ １９，９７７  △ １９，６３７  △ ３４０ 

      

無形固定資産 １９５  ８８  １０７ 

  そ の 他 １９５  ８８  １０７ 

      

 投 資 等 ３，６９８  ５，５３０  △ １，８３２ 

  投 資 有 価 証 券 ６７９  １，１９７  △ ５１７ 

  長 期 滞 留 債 権 ２０，２１１  ２１，４５５  △ １，２４４ 

  破 産 更 生 等 債 権 ２，１７４  ２，１０２  ７２ 

  そ の 他 １，７０１  ２，５３６  △ ８３４ 

  貸 倒 引 当 金 △ ２１，０６８  △ ２１，７６１  ６９２ 

      

繰 延 資 産 ２ ０．０ － － ２ 

      

資 産 合 計 ８９，６３１ １００．０ ９４，０２５ １００．０ △ ４，３９４ 

 



 ９

 

                                                 （単位：百万円） 

当連結会計年度末 

（平成１５年３月３１日現在） 

前連結会計年度末 

（平成１４年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

      

流 動 負 債 ６３，７５５ ７１．１ ６９，３１３ ７３．７ △ ５，５５８ 

  支払手形・工事未払金等  ２９，１４４  ３０，７０８  △ １，５６３ 

  短 期 借 入 金 ２９，０７７  ３４，０９１  △ ５，０１３ 

  未 払 法 人 税 等 １０５  ９５  １０ 

  未 成 工 事 受 入 金 ３，７６３  ２，８７２  ８９０ 

  完成工事補償引当金 ３８  ３３  ４ 

  賞 与 引 当 金 ３２０  ５４９  △ ２２９ 

  そ の 他 １，３０５  ９６２  ３４２ 

      

固 定 負 債 ８，７３１ ９．８ ８，０４３ ８．６ ６８７ 

  長 期 借 入 金 ４，１３５  ３，１９９  ９３６ 

  退 職 給 付 引 当 金 ３，０４０  ３，１１４  △ ７４ 

  役員退職慰労引当金 ２２７  ２０３  ２４ 

  そ の 他 １，３２８  １，５２６  △ １９７ 

負  債  合  計 ７２，４８６ ８０．９ ７７，３５７ ８２．３ △ ４，８７０ 

      

（少数株主持分）      

      

少 数 株 主 持 分 ６，７１５ ７．５ ６，７１２ ７．１ ２ 

      

（ 資 本 の 部 ）      

      

資 本 金 － － １０，９７０ １１．７ △ １０，９７０ 

資 本 準 備 金 － － ３６８ ０．４ △ ３６８ 

連 結 剰 余 金 － － △ １，２７７ △ １．４ １，２７７ 

その他有価証券評価差額金 － － △ １０５ △ ０．１ １０５ 

自 己 株 式 － － △ ０ △ ０．０ ０ 

資  本  合  計 － － ９，９５５ １０．６ △ ９，９５５ 

資 本 金 １０，９７０ １２．２ － － １０，９７０ 

資 本 剰 余 金 ３６８ ０．４ － － ３６８ 

利 益 剰 余 金 △ ８２４ △ ０．９ － － △ ８２４ 

その他有価証券評価差額金 △ ８３ △ ０．１ － － △ ８３ 

自 己 株 式 △ ２ △ ０．０ － － △ ２ 

資  本  合  計 １０，４２８ １１．６ － － １０，４２８ 

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
８９，６３１ １００．０ ９４，０２５ １００．０ △ ４，３９４ 
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（２）連 結 損 益 計 算 書 
                                                 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１３年４月 １日 
至 平成１４年３月３１日 

比較増減 
期   別 

 
 
科   目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  ％  ％  
売 上 高 （８７，７７０） （１００．０） （９２，２５４） （１００．０） （△ ４，４８３）

 完 成 工 事 高 ６８，８１７ １００．０ ７３，１２２ １００．０ △ ４，３０５ 
 製 品 売 上 高 １８，１０１ １００．０ １８，１３７ １００．０ △ ３６ 

 不動産事業等売上高 ８５２ １００．０ ９９３ １００．０ △ １４１ 

売 上 原 価 （７９，７１７） （９０．８） （８４，２６０） （９１．３） （△ ４，５４３）

 完 成 工 事 原 価 ６３，３５７ ９２．１ ６７，５２３ ９２．３ △ ４，１６５ 

 製 品 等 売 上 原 価 １５，５１５ ８５．７ １５，６７１ ８６．４ △ １５５ 
 不動産事業等売上原価 ８４４ ９９．０ １，０６６ １０７．３ △ ２２２ 

売 上 総 利 益 （８，０５３） （９．２） （７，９９３） （８．７） （６０）

 完 成 工 事 総 利 益 ５，４５９ ７．９ ５，５９８ ７．７ △ １３９ 
 製品等売上総利益 ２，５８５ １４．３ ２，４６６ １３．６ １１８ 

 不動産事業等売上総利益 ８ １．０ △ ７２ △ ７．３ ８０ 

販売費及び一般管理費 ５，５７５ ６．４ ６，４９５ ７．０ △ ９１９ 

営 業 利 益 ２，４７８ ２．８ １，４９７ １．６ ９８０ 
      

営 業 外 収 益 （８６） （０．１） （１０１） （０．１） （△ １４）

 受 取 利 息 １４  ３０  △ １６ 

 受 取 配 当 金 １５  １７  △ ２ 
 土 地 賃 借 料 １３  １４  △ １ 

 預り保証金返還益 １３  －  １３ 

 雑 収 入 ３０  ３８  △ ８ 

営 業 外 費 用 （８６９） （１．０） （８９５） （１．０） （△ ２６）

 支 払 利 息 ８３２  ８５３  △ ２１ 
 持分法による投資損失 －  １  △ １ 

 雑 支 出 ３６  ４０  △ ３ 

  経 常 利 益 １，６９５ １．９ ７０３ ０．８ ９９１ 
      

特 別 利 益 （３７） （０．０） （２３１） （０．３） （△ １９３）

 固 定 資 産 売 却 益 １  －  １ 

 投資有価証券売却益 １５  ２５  △ １０ 

 収 用 補 償 金 収 入 －  ２０５  △ ２０５ 

 ゴルフ会員権償還益 １７ － １７ 
 そ の 他 特 別 利 益 ３ － ３ 
特 別 損 失 （１，１９７） （１．４） （５７１） （０．６） （６２６）

 固 定 資 産 売 却 損 ４６  ９  ３７ 

 固 定 資 産 除 却 損 ２０  ３４  △ １４ 

 貸倒引当金繰入額 ３８１  １３４  ２４６ 
 投資有価証券評価損 ２４５  ３０１  △ ５６ 

 特 別 退 職 加 算 金 １９５  －  １９５ 

 有形固定資産評価損 －  ７９  △ ７９ 

 ゴルフ会員権評価損 １９２  －  １９２ 

 そ の 他 特 別 損 失 １１４  １１  １０３ 

 税金等調整前当期純利益 ５３５ ０．６ ３６３ ０．４ １７１ 

 法人税、住民税及び事業税 ７９ ０．１ ９７ ０．１ △ １８ 

 還 付 法 人 税 等 － － ６４ ０．１ △ ６４ 
 少 数 株 主 利 益 ２ ０．０ △ ２２ ０．０ ２５ 

  当 期 純 利 益 ４５２ ０．５ ３５３ ０．４ ９９ 

 
 



 １１ 

 
（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 
 
                                                 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度         期  別 
 
 科  目 

自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

自 平成１３年４月 １日 
至 平成１４年３月３１日 

比 較 増 減 

    

連結剰余金期首残高 － △ １，６３１ １，６３１ 

    

当 期 純 利 益 － ３５３ △ ３５３ 

連結剰余金期末残 高 － △ １，２７７ １，２７７ 

（資本剰余金の部）    

    

資本剰余金期首残高 ３６８ － ３６８ 

    

資本剰余金期末残高 ３６８ － ３６８ 

（利益剰余金の部）    

    

利益剰余金期首残高 △ １，２７７ － △ １，２７７ 

利益剰余金増加高    

当 期 純 利 益 ４５２ － ４５２ 

利益剰余金期末残高 △ ８２４ － △ ８２４ 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
                                               （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度  
自 平成１４年４月 １日 自 平成１３年４月 １日 比 較 増 減 

             期     別 
 
 科     目 至 平成１５年３月３１日 至 平成１４年３月３１日  

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純利益 ５３５ ３６３ １７１ 
   減価償却費 １，０９１ １，１０５ △ １４ 
   貸倒引当金の増加額または減少額（△） △ ５９８ ５３７ △ １，１３６ 
   賞与引当金の減少額 △ ２２９ △ ８１ △ １４８ 
   退職給付引当金の増加額または減少額（△）  △ ７４ ２６１ △ ３３６ 
   役員退職慰労引当金の増加額または減少額（△）  ２４ △ ３９ ６４ 
   受取利息及び受取配当金 △ ２９ △ ４８ １８ 
   支払利息 ８３２ ８５３ △ ２１ 
   特別退職加算金 １９５ － １９５ 
   持分法による投資損失 － １ △ １ 
   有形固定資産売却損 ４６ ９ ３７ 
   有形固定資産除却損 ２０ ３４ △ １４ 
   有形固定資産評価損 － ７９ △ ７９ 
   投資有価証券評価損 ２４５ ３０１ △ ５６ 
   ゴルフ会員権評価損 １９２ － １９２ 
   ゴルフ会員権売却損 ５３ － ５３ 
   売上債権の減少額 ２，３８２ １，６０９ ７７３ 
   未成工事支出金の減少額または増加額（△）  １，９５０ △ ９０１ ２，８５１ 
   仕入債務の減少額 △ １，５６３ △ １，４７１ △ ９１ 
   未成工事受入金の増加額または減少額（△）  ８９０ △ １，８４８ ２，７３９ 
   未払消費税等の減少額 △ ７９ △ ５８０ ５０１ 
   その他 ３６ △ ４０ ７７ 

小     計 ５，９２４ １４５ ５，７７８ 
   利息及び配当金の受取額 ２９ ５２ △ ２３ 
   利息の支払額 △ ８０２ △ ８１５ １２ 
   特別退職加算金の支払額 △ １９５ － △ １９５ 
   法人税等の支払額 △ ６９ △ ９３ ２３ 
   法人税等の還付額 － ５４ △ ５４ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ４，８８５ △ ６５５ ５，５４１ 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
   定期預金の払戻による収入 － ３５８ △ ３５８ 
   有形固定資産の取得による支出 △ ５，８３５ △ ５４０ △ ５，２９５ 
   有形固定資産の売却による収入 ４，１４９ ２５ ４，１２４ 
   投資有価証券の取得による支出 △ ２３ △ ８ △ １５ 
   投資有価証券の売却による収入 ３０７ ３８ ２６９ 
   ゴルフ会員権の売却による収入 ４０５ － ４０５ 
   貸付けによる支出 △ ８，６３６ △ ４５６ △ ８，１８０ 
   貸付金の回収による収入 ８，７１４ ３７０ ８，３４３ 
   その他 △ ３９ １０ △ ５０ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９５９ △ ２００ △ ７５８ 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短期借入金の純減少額 △ ５，１２７ △ １，６７５ △ ３，４５２ 
   長期借入れによる収入 ３，０００ １，３７５ １，６２５ 
   長期借入金の返済による支出 △ １，９５０ △ １，９８０ ３０ 
   その他 △ １ △ ０ △ １ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４，０７９ △ ２，２８０ △ １，７９９ 
    
Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額または減少額（△）  △ １５３ △ ３，１３６ ２，９８３ 
Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 ３，１４９ ６，２８６ △ ３，１３６ 

Ⅵ．現金及び現金同等物期末残高 ２，９９６ ３，１４９ △ １５３ 
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 

 
 １．連結の範囲に関する事項 
    子会社のうち、新世紀工業株式会社、株式会社水戸プロパティー、株式会社ジイエス、エスティ建材株式会社、やまび 
   こ工業株式会社、株式会社大和舗道及びほくりく工業株式会社の７社を連結しております。 
    なお、非連結子会社は３社であり、非連結子会社は、その総資産、売上高、過去５年間における平均の当期純損益のう 
   ち持分に見合う額及び剰余金のうち持分に見合う額のそれぞれの合計額が、連結総資産、連結売上高、過去５年間におけ 
   る平均の連結当期純損益及び利益剰余金等の額に対して、いずれもその割合が僅少であり、連結財務諸表に重要な影響を 
   及ぼしておりません。 
 
 ２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社２社及び関連会社３社のうち、持分法を適用しているものはございません。 
    持分法非適用の非連結子会社並びに関連会社の過去５年間における平均の当期純損益のうち持分に見合う額及び剰余金 
   のうち持分に見合う額のそれぞれの合計額は、過去５年間における平均の連結当期純損益及び利益剰余金等の額に対して、 
   いずれもその割合が僅少であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
    連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と一致しております。 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 
   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
      有価証券 
       その他有価証券 
        時価のあるもの      ………  連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直 
                          入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
        時価のないもの      ………  移動平均法による原価法 
      デリバティブ         ………  原則として時価法 
      たな卸資産 
       未成工事支出金及びその他たな卸資産のうち 
        販売用不動産、開発不動産支出金       ………  個別法による原価法 
       その他たな卸資産のうち、材料貯蔵品     ………  移動平均法による原価法 
   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
      有形固定資産         ………  定率法 
                          ただし、平成10 年4月１日以降の新規取得の建物（建物附属設備を除く） 
                          については定額法によっております。 
                          なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                            建物・構築物           ７ ～ ５０年 
                            機械・運搬具・工具器具備品    ５ ～  ７年 
      無形固定資産         ………  定額法 
                          なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間  
                          (５年)に基づく定額法によっております。 
   （３）繰延資産の処理方法      ………  開業費は商法に定める最長期間(5年)で均等償却しております。 
   （４）重要な引当金の計上基準 
      貸倒引当金          ………  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権について 
                          は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に 
                          回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
      完成工事補償引当金      ………  完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、当連 
                          結会計年度の完成工事高に前２期の補修費の実績割合を乗じた額を引当 
                          計上しております。 
      賞与引当金          ………  従業員の賞与支給に備えて、当連結会計年度において負担すべき支給見 
                          込額を計上しております。 
      退職給付引当金        ………  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債 
                          務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
                          なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、１５年による 
                          按分額を費用処理しております。 
                          過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 
                          年数（１５年）による定額法により費用処理しております。 
                          数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 
                          定の年数（１０年）による定額法によりそれぞれ翌連結会計年度から費 
                          用処理しております。 
      役員退職慰労引当金      ………  役員に対する退職金の支給に備えるため、内規による期末要支給額を計 
                          上しております。 
   （５）完成工事高の計上基準     ………  完成工事高の計上は工事完成基準によっております。 
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   （６）重要なリース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取 

    引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
   （７）重要なヘッジ会計の方法 

     ヘッジ会計の方法       ………   繰延ヘッジ処理 

                          なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特 
                          例処理を適用しております。 

     ヘッジ手段とヘッジ対象 

          ヘッジ手段     ………   金利スワップ 
          ヘッジ対象     ………   借入金 

     ヘッジ方針          ………   金利リスクのある資産及び負債については、ヘッジ比率、識別方法、ヘ 

                          ッジ手段の選択肢等を社内規定化し厳格に管理しております。 
     ヘッジ有効性評価の方法    ………   ヘッジ対象及びヘッジ手段については、取引開始以前、中間連結決算日 

                          及び連結決算日に個別取引毎のヘッジ効果を検証しておりますが、特例 

                          処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しており 
                          ます。 

   （８）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

     消費税等の会計処理      ………   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
     連結納税制度の適用      ………   当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。 

     自己株式及び法定準備金の   ………   「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準 

     取崩等に関する会計基準          第１号）が平成１４年４月１日以後に適用されることになったことに伴 
                          い、当連結会計年度から同会計基準を適用しております。これによる当 

                          連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

                          なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸 
                          借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財 

                          務諸表規則により作成しております。 

     １株当たり情報        ………   「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び 
                          「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適 

                          用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する連結会計年度に係る 

                          連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度 
                          から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

                          なお、この適用による影響額はありません。 

 
 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっております。 

 
 ６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

    連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づいて作成して 

   おります。 
 
 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日 
   より３か月以内に満期日が到来する定期性預金からなっております。 
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［ 注 記 事 項 ］ 

 
  （ 連 結 貸 借 対 照 表 関 係 ） 
  １．担保に供している資産 

                               （当連結会計年度末）    （前連結会計年度末） 
       建物・構築物                    ２，９６７百万円       ３，１６５百万円 
       土  地                      ７，３４１百万円       ６，８５０百万円 

       その他有形固定資産                 ４，３４９百万円       ４，３４９百万円  
       合  計                     １４，６５８百万円      １４，３６５百万円 
  ２．保 証 債 務 

                               （当連結会計年度末）    （前連結会計年度末） 
                                    ２２百万円         １５６百万円 
 

  ３． 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度末日が金 
    融機関の休業日のため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。 
                               （当連結会計年度末）    （前連結会計年度末） 

       受取手形                          －百万円         ４７８百万円 
       支払手形                          －百万円          ２９百万円 
 

  （ 連 結 損 益 計 算 書 関 係 ） 
  １．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
                               （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
       従業員給与手当                   ２，５５４百万円       ２，８９１百万円 
       賞与引当金繰入額                    １２２百万円         ２４２百万円 
       退職給付費用                      ２７７百万円         ３４８百万円 

       営業債権貸倒引当金繰入額                ２５４百万円         ４９０百万円 
  ２．一般管理費に含まれる研究開発費 
                               （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
                                   ２９８百万円         ３２５百万円 
 
  （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                               （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
       現金預金勘定                    ２，９９６百万円       ３，１４９百万円 

       現金及び現金同等物                 ２，９９６百万円       ３，１４９百万円 
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  （ リ ー ス 取 引 関 係 ） 
１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
                                                 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 
取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高 

 

相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額 
機械・運搬具 
・工具器具備品 

７１７ ４１５ ３０２ ７４８ ４１３ ３３４ 

 
  （２）未経過リース料期末残高相当額 

                        （単位：百万円） 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
１ 年 以 内 １２３ １５５ 
１ 年 超 １８７ １９６ 
合  計 ３１０ ３５２ 

 
 
  （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

                        （単位：百万円） 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
支 払 リ ー ス 料 １８１ １８７ 
減価償却費相当額 １５６ １５３ 
支払利息相当額 １７ ２７ 

 
  （４）減価償却費相当額の算定方法 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
  （５）利息相当額の算定方法 
     リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に 

     よっております。 
 
 ２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 
                        （単位：百万円） 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
１ 年 以 内 ７ ８ 
１ 年 超 ５ １３ 
合  計 １３ ２１ 
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  （ 有 価 証 券 関 係 ） 
   当 連 結 会 計 年 度  

  １．その他有価証券で時価のあるもの（平成１５年３月３１日現在） 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

    
株 式 １５ １７ １ 
債 券 － － － 
そ の 他 － － － 

小 計 １５ １７ １ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの     

    
株 式 ４１６ ３４２ △ ７４ 
債 券 ５２ ４４ △ ７ 
そ の 他 １４ １１ △ ２ 
小 計 ４８３ ３９８ △ ８４ 
合 計 ４９９ ４１６ △ ８３ 

  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 
       売 却 額      売却益の合計額      売却損の合計額 
        ３０７百万円        １５百万円        ２２百万円 

  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１５年３月３１日現在） 
    その他有価証券 
       非上場株式（店頭売買有価証券を除く）  １８３百万円 

 
   前 連 結 会 計 年 度  
  １．その他有価証券で時価のあるもの（平成１４年３月３１日現在） 

                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

    
株 式 ２６３ ２８１ １７ 
債 券 － － － 
そ の 他 － － － 
小 計 ２６３ ２８１ １７ 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの     
    

株 式 ６６９ ５６２ △ １０６ 
債 券 ５２ ４４ △ ８ 
そ の 他 ２２ １５ △ ７ 

小 計 ７４５ ６２２ △ １２２ 
合 計 １，００９ ９０３ △ １０５ 

  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） 

       売 却 額      売却益の合計額      売却損の合計額 
         ３８百万円        ２５百万円         ３百万円 
  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１４年３月３１日現在） 

    その他有価証券 
       非上場株式（店頭売買有価証券を除く）  ２２３百万円 
 

 
 



 １８ 

 
  （ デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 ） 
   デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

 
 
 

  （ 退 職 給 付 関 係 ） 
 １．採用している退職給付制度の概要 
    当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 ２．退職給付債務に関する事項 
                             （当連結会計年度末）    （前連結会計年度末） 
   イ．退職給付債務                  △ ７，４４４百万円    △ ７，１４７百万円 

   ロ．年金資産                      １，５２６百万円      １，７１２百万円 
   ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）          △ ５，９１７百万円    △ ５，４３４百万円 
   ニ．会計基準変更時差異の未処理額            １，４１５百万円      １，５３３百万円 

   ホ．未認識数理計算上の差異               １，７９７百万円      １，１４８百万円 
   ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） （注）１     △ ３３５百万円      △ ３６１百万円 
   ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）   △ ３，０４０百万円    △ ３，１１４百万円 

   チ．前払年金費用                        －百万円          －百万円 
   リ．退職給付引当金（ト－チ）            △ ３，０４０百万円    △ ３，１１４百万円 
       （注） １．提出会社は過年度において、退職給付制度における給付水準減額の制度変更を行ったため、過去勤務 

             債務（債務の減額）が発生しております。 
           ２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
 ３．退職給付費用に関する事項 

                             （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
   イ．勤務費用                        ３０２百万円        ３０３百万円 
   ロ．利息費用                        ２１４百万円        ２２４百万円 

   ハ．期待運用収益                     △ ５９百万円       △ ５５百万円 
   ニ．会計基準変更時差異の費用処理額             １１７百万円        １１７百万円 
   ホ．数理計算上の差異の費用処理額              １２１百万円         ７０百万円 

   ヘ．過去勤務債務の費用処理額    （注）２       △ ２６百万円       △ ２６百万円 
   ト．臨時に支払った割増退職金                １９５百万円          －百万円 
   チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト）       ８６６百万円        ６３４百万円 

       （注） １．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に含めております。 
           ２．「２．退職給付債務に関する事項」(注)1.に記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の費用処理額 
             であります。 

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
                             （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 
   イ．退職給付見込額の期間配分方法         勤務期間を基準とする方法  勤務期間を基準とする方法 

   ロ．割引率                          ２．５％          ３．０％ 
   ハ．期待運用収益率                      ３．５％          ３．５％ 
   ニ．過去勤務債務の額の処理年数             １５年（定額法）      １５年（定額法） 

   ホ．数理計算上の差異の処理年数             １０年（定額法）      １０年（定額法） 
   ヘ．会計基準変更時差異の処理年数                １５年           １５年 
 

 
 
 

 
 
 

 
 



 １９ 

 
 （ セ グ メ ン ト 情 報 ） 
 
 （１）事業の種類別セグメント情報 
 
  当連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）                   （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連   結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      
  売 上 高      
 （１）外部顧客に対する売上高 68,817 18,101 852 87,770 － 87,770 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 1 10,463 － 10,465 (10,465) － 

計 68,818 28,564 852 98,236 (10,465) 87,770 
  営 業 費 用 65,776 26,521 857 93,155 (7,862) 85,292 
  営業利益（又は営業損失） 3,042 2,043 △ 4 5,081 (2,603) 2,478 
Ⅱ．資産、減価償却費 
  及 び 資 本 的 支 出 

資 産 43,184 21,828 22,992 88,005 1,625 89,631 
減 価 償 却 費 259 498 266 1,025 66 1,091 
資 本 的 支 出 311 5,414 138 5,864 173 6,038 

 
  前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）                   （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連   結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

  売 上 高      
 （１）外部顧客に対する売上高 73,122 18,137 993 92,254 － 92,254 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 6 10,138 － 10,144 (10,144) － 

計 73,128 28,275 993 102,398 (10,144) 92,254 
  営 業 費 用 70,364 26,228 1,079 97,672 (6,916) 90,756 
  営業利益（又は営業損失） 2,764 2,046 △ 85 4,725 (3,227) 1,497 
Ⅱ．資産、減価償却費 
  及 び 資 本 的 支 出 

資 産 46,309 16,561 23,168 86,039 7,985 94,025 
減 価 償 却 費 243 498 291 1,032 73 1,105 
資 本 的 支 出 156 339 24 520 150 670 

 （注）１．事業区分の方法 
      日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 
    ２．各事業区分に属する主要な内容 
       建 設 事 業・・舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 
       舗 装 資 材 製 造 販 売 事 業・・アスファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業 
       スポーツ関連事業及び不動産事業等・・スポーツ関連事業及び不動産開発等その他事業 
    ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度2,472 百万円、前連結会計 
      年度2,917百万円であります。その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用であります。 
    ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度7,892百万円、前連結会計年度 9,946百 
      万円であります。その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金預金）、長期投資資金（投資有価証券等）及び 
      管理部門に係る資産等であります。 
 
 （２）所在地別セグメント情報 
      在外連結子会社がないため記載しておりません。 
 
 （３）海外売上高 
      海外売上高がないため記載しておりません。 
 
 
 
 
 
 



 ２０ 

 
 （ 関 係 当 事 者 と の 取 引 ） 
 
  当連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

百万円  百万円 百万円 

完成工事高 4,610 3,115 

製品売上高 32 

 
受取手形・ 
完成工事 
未収入金等 

未成工事 

受 入 金 
303 

その他の 

関係会社 
東急建設㈱ 

東京都 

渋谷区 

36,833 
建 設 業 

(被所有) 

直接 15.71％ 

兼任 4人 

転籍 3人 

 

工事の請負 

舗装資材の 

販 売 

        
固定資産の購入 4,400 

  

 （注） 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
  １．工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されております。 
  ２．舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案したうえで販売単価を決定しております。 
  ３．固定資産の購入については、第三者の鑑定評価額により決定しております。 
 
  前連結会計年度（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

百万円  百万円 百万円 

完成工事高 7,156 4,467 その他の 

関係会社 
東急建設㈱ 

東京都 

渋谷区 71,139 
建 設 業 

(被所有) 

直接 15.71％ 

兼任 3人 

転籍 3人 

 

工事の請負 

舗装資材の 

販 売 
製品売上高 33 

 
受取手形・ 
完成工事 
未収入金等 

未成工事 
受 入 金 

283 

 （注） 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
  １．工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されております。 
  ２．舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案したうえで販売単価を決定しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 ２１ 

 
［生産、受注及び販売の状況］  

                                                  （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年４月 １日 自 平成１３年４月 １日 

至 平成１５年３月３１日 至 平成１４年３月３１日 

比較増減 

          期   別 

 

 

 区   分 金    額 構成比率 金    額 構成比率 金    額 

  ％  ％  

アスファルト舗装 ４３，５９７ ５２．３ ４７，０２５ ５１．６ △ ３，４２８ 

コンクリート舗装 ４，３８９ ５．３ ７５４ ０．８ ３，６３４ 

土 木 工 事 １５，１４３ １８．２ １７，６０７ １９．４ △ ２，４６３ 

建 築 工 事 １，２１２ １．５ ６，５５０ ７．２ △ ５，３３８ 

建

設

事

業 

計 ６４，３４３ ７７．３ ７１，９３８ ７９．０ △ ７，５９５ 

舗装資材製造販売事業 １８，１０１ ２１．７ １８，１３７ １９．９ △ ３６ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  ８５２ １．０ ９９３ １．１ △ １４１ 

受

注

高 

合     計 ８３，２９７ １００．０ ９１，０７０ １００．０ △ ７，７７３ 

アスファルト舗装 ４６，１１６ ５２．６ ４７，７２９ ５１．７ △ １，６１３ 

コンクリート舗装 ９０９ １．０ ９８８ １．１ △ ７９ 

土 木 工 事 １５，９０５ １８．１ １８，２４３ １９．８ △ ２，３３７ 

建 築 工 事 ５，８８５ ６．７ ６，１６１ ６．７ △ ２７５ 

建

設

事

業 

計 ６８，８１７ ７８．４ ７３，１２２ ７９．３ △ ４，３０５ 

舗装資材製造販売事業 １８，１０１ ２０．６ １８，１３７ １９．６ △ ３６ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  ８５２ １．０ ９９３ １．１ △ １４１ 

 

売

上

高 
合     計 ８７，７７０ １００．０ ９２，２５４ １００．０ △ ４，４８３ 

アスファルト舗装 １５，８８６ ５７．２ １８，４０５ ５７．１ △ ２，５１９ 

コンクリート舗装 ３，９７９ １４．３ ４９９ １．６ ３，４８０ 

土 木 工 事 ７，５６５ ２７．３ ８，３２７ ２５．８ △ ７６１ 

建 築 工 事 ３３０ １．２ ５，００３ １５．５ △ ４，６７３ 

建

設

事

業 

計 ２７，７６１ １００．０ ３２，２３５ １００．０ △ ４，４７３ 

舗装資材製造販売事業 － － － － － 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  － － － － － 

繰

越

高 

合     計 ２７，７６１ １００．０ ３２，２３５ １００．０ △ ４，４７３ 

 
 


